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	IT化進展に伴う社内教育～eラーニング～


	＜本質・市場性＞
IT化の持つ特性を最大限に活かし、高度な実践的スキルのスピーディーな習得を可能とする教育形態。集合研修やOJTに比べて、時間や場所の制約を受けることが少ないのが利点である。
近年のネットワーク環境の整備により、いっそうの利用促進がなされており、国内でも高い成長が見込まれている。アクセンチュアが通産省マルチメディア白書および教育産業総覧などから予測した結果、国内eラーニング市場は2000年実績の300億円から2010年には1兆300億円にまで成長するとされている。

＜受講経験＞

　三菱総合研究所のリサーチ（平成17年実施）によると利用経験があるのは、アンケート実施者の26％に留まっているが、前回の調査（平成15年実施）と比較すると、「eラーニングを知っているが利用したことがない」という人々の割合の減少幅が、「利用したことがある」という人々の割合の増加幅とほぼ同程度であるため、eラーニングの浸透が徐々に進んでいると考えられる（アクセンチュアの予測では2010年には社内研修の半数以上がeラーニングにより実施されるとされている）
＜企業側の姿勢＞
　平成17年の調査と前回の調査を比べると受講費用の「受講者全額負担」が２割以上減少し、「会社の全額負担」が２割以上増加しておよそ60％となっており、「会社の全額負担」と「会社からの補助制度あり」を合計すると75％を超える数値となっている。このことから企業側の積極的な導入の姿勢がうかがえる。
＜受講目的＞

　平成15年実施の調査では「業務上必要な知識・スキルを身につけるため」、「社内研修・育成の一環として」が同程度で肩を並べる状況であったが、平成17年の調査では後者のほうの割合が高いものとなった。これにより、eラーニングが社内研修のツールとしての地位を上げてきていることがわかる。
＜メリット>

　自分のペースに合わせた学習の進捗管理が可能であること、時間が有効に使えることなどが導入および利用のメリットとして挙げられる。
＜デメリット＞

従来の研修とは異なり、一人でパソコン等の機器に向かうために「緊張感を保つことができない」・「質問などに対するサポートが不十分である」不便さを利用者が抱えているという事実も避けては通れないものとなっている。特に前者の問題が利用者の中でも多く見られることから、資格取得などの具体的な目標や企業の強制力が必要であると考えられる。
２班　近藤祐司
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